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1．目的  

鋼部材に対する補修として，高力ボルト摩擦接合を

用いた当て板工法があるが，曲げを受ける場合の荷重

伝達機構は明らかになっていない．当て板特有の荷重

伝達として，母材と当て板がそれぞれ荷重を分担する

が，両者の端部から相対ずれが生じることで，母板と当

て板の荷重分担率が断面積率と一致しないことが示さ

れている 1)． 

本研究では，鋼 I 桁の下フランジに腐食欠損を有する

実大規模の供試体に対し，当て板補強を行ったうえで

曲げ載荷実験を実施し，ボルト配置が下フランジと当

て板の発生ひずみおよび相対ずれに与える影響につい

て検討した． 

2．実験概要 

下フランジ欠損量は下フランジ厚の 30%とし，当て

板厚は健全時の下フランジ厚と同厚とした．使用した

ボルトは，F10T の M20 高力六角ボルトである．接合面

は，さび促進剤による赤錆とした． 

実験ケースを表－1 に示す．各供試体の下フランジに

おけるボルト配置を図－1 に示す． Type1 は，カバープ

レート補強の設計 2)を参考に式(1)3)を用い，下フランジ

から当て板に荷重が伝達する際に発生する水平せん断

力から必要ボルト本数を決定した． 
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ここに，𝜌௛：ボルトに作用するせん断力(N)，𝜌௔：ボル

ト 1 本あたりの許容力(N)，𝑆：せん断力(N)，𝑄：断面一

次モーメント(mm3) ，𝐼：断面二次モーメント(mm4)， 

𝑝：ボルト中心間隔(mm)，𝑛：ボルト列数 

Type2 は，端部に卓越するせん断応力を遷移区間に均

一間隔に配置したケースである．遷移区間とは，端部に

卓越するせん断応力を分担する区間のことである．な

お，卓越するせん断応力の算出には，文献 4)を参考にし

た．載荷方法は，せん断力が作用するように，ボルト配

置区間に載荷点を設けた 4 点曲げ載荷とし，すべりが

生じるまで載荷を行った． 

3．実験結果と考察 

3.1 荷重－支間中央変位  

荷重－支間中央変位関係を図－2 に示す．両ケースの

初期剛性は一致している．Type1 は，約 2,000kN ですべ

りが生じ，Type2 は約 3,800kN ですべりが生じたと考え

られる．Type2 には，荷重低下と音を伴うすべり現象が

見られ，Type1 には明確なすべりは見られなかった．両

ケースとも，端部から下フランジと当て板に相対ずれ

が発生したが，Type2 ではボルト本数を増加させたこと

で，端部の相対ずれを抑制でき，Type1 よりもすべり耐

力が高くなり，明確なすべり現象に至ったと考えられ

る．なお，明確なすべりが見られなかった Type1 のすべ

りは非線形挙動に移行した時をすべりと示している． 

図－1 下フランジボルト配置（単位：mm） 
(a)Type1 (b)Type2 相対変位計測位置

ひずみ計測位置
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表－1 実験ケースの内訳 

ケース名
遷移区間

(mm)
下フランジ厚

(mm)
当て板厚

(mm)
当て板面数 接合面処理

Type1 無

Type2 370
25 14 2面 赤錆
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3.2 下フランジと当て板のひずみ分布  

各荷重レベルにおける下フランジと当て板に発生し

たひずみを図－3 に示す．荷重約 1,000kN，3,500kN 時

の発生ひずみを示す． 

線形挙動を示す荷重約 1,000kN 時，Type1 と Type2 は

下フランジ，当て板ともに同程度のひずみが発生して

いる．図－3 において，Type1 が非線形挙動となった

3,500kN では，Type1 は中央断面において下フランジの

発生ひずみが当て板の約 3 倍となっており，摩擦限界 5)

に達したことで，当て板の分担荷重が増加しなくなっ

たためと考えられる．一方，Type2 は，下フランジの発

生ひずみが当て板の約 1.3 倍であった． 

荷重 3,500kN 時の，下フランジと当て板の荷重分担

率と断面積率を図－4 に示す．断面積率は，当て板また

は下フランジ断面積が当て板接合部の総断面積に占め

る割合と定義している．Type1 では，下フランジと当て

板の荷重分担率は，約 65%，約 17%，Type2 では，約

44%，約 28%となる．なお，下フランジと当て板の断面

積率は，それぞれ約 38%，約 31%である．このことか

ら，Type1 の下フランジの荷重分担率は断面積率の約

1.7 倍であり，Type2 の下フランジの荷重分担率は断面

積率の約 1.2 倍となった． 

3.3 当て板端部の相対ずれ 

荷重－相対変位関係を図－4 に示す．相対変位は，図

－1 に示す位置で上面当て板－下フランジ，下面当て板

－下フランジ間を計測している．Type2 のすべりが生じ

た側の，点線に示す位置での結果を示す． 

Type1 と Type2 を比較すると，荷重－支間中央変位関

係で線形挙動を示す荷重 1,000kN では，端部の相対変

位が両ケース同程度となっている．1,500kN を超えると，

Type1 の相対変位が大きく，端部からの相対ずれが大き

くなったことがわかる．このことから，水平せん断力か

ら決定したボルト本数に，端部に卓越するせん断応力

を考慮しボルト本数を加えるのが良いと考えられる． 

4．まとめ 

(1) 端部から相対ずれが発生し，それが中央へ進展する

ことですべりに至るため，端部に卓越するせん断応

力を考慮してボルト本数を増加させると，端部の相

対ずれを抑制でき，すべり荷重の低下を抑えること

ができる． 

(2) 端部の相対ずれが大きくなると，荷重分担率は断面

積率との差が大きくなり，端部の相対ずれを抑制す

ることで断面積率に近づくことを確認した． 
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図－2 荷重－支間中央変位関係 

図－3 ひずみ分布 

図－4 中央断面の荷重分担率 

(ⅰ)荷重約 1,000kN (ⅱ)荷重約 3,500kN 

(a)Type1 (b)Type2 

(ⅱ)荷重約 3,500kN (ⅰ)荷重約 1,000kN 

図－5 荷重－相対変位関係 
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